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1 
第 1 章：背景，問題と先行研究 
1．1．  背景：女性年上婚の増加 
日本では近年，結婚する男女の年齢構造が変化している．具体的に言うと，従来の伝
統的な夫が年上の結婚(以下，男性年上婚という)の割合が減少する一方で，妻が年上の
結婚(以下これを女性年上婚という)」の割合が増加しつつ，1970 年から 2017 年までの
間に，女性年上婚がおよそ 2 倍以上増えている．夫婦の年齢差が縮小しているのみなら
ず，2000 年の調査以降，女性年上婚が全体に占める割合は約 2 割へと増加した．2015 年
ではその割合は 24％に達し，およそ 4 組に 1 組は妻が年上の姉さん女房であることが
判明した． 
 
図 1．1970 年から 2017 年までの初婚夫婦の年齢差の年次推移．厚生労働省「平成 27 年人口動態調査」より作成 
 





































図 3．「夫は外で働き，妻は家庭を守るべきか」への回答(女性)     細川(2018)より作成 
 
変化の幅を見ると，女性のそう思わないという態度は 1985 年から 2015 年の間 27.2%
増加した．それに対し，男性のそう思わないという態度は過去 30 年間において，12.1%
の増加であった．その一方で，そう思うという態度については，女性と男性の場合はそ














1．2．  問題 
女性年上婚の増加の理由は，いまだ厳密には解明されていない．従来の結婚に関する研
究では，伝統的な結婚パターンである男性年上婚に注目したものが多い一方で，女性年上


























すいからだと解釈されている (Casterline, Williams and McDonald 1986; Buss 1998; Kenrick 
and Keefe 1992)1．Bytheway (1981)も，イギリスやウェールズの調査データを用いて明らか











要因を分析して掘り下げるようになった．Atkinson and Glass (1985)は，1900 年，1960 年，
1980 年のアメリカ国勢調査データに基づき，配偶者間の年齢差について長期間の比較を行







Atkinson and Glass (1985)の研究と同時に，他の研究者も関連する研究をした．先行研究
では「年齢差結婚は高い階層の間では普遍なものである (Cuber 1971：9)と述べていたが，
Vera et al. (1985)の分析はアメリカでは，年齢差結婚は高い階層より，低い階層では出来や
すいという結果を示し，Cuber (1971)と異なる結果が得られたため，Cuber (1971)の理論を
見直す必要があるという結論に達した．一方，Atkinson and Glass (1985)の結論である「夫
の収入の低さによって年齢差結婚が生じる」という説の正しさは示された． 
Casterline, Williams and McDonald (1986)は発展途上国のデータに基づき，女性の初婚年
齢を分析した．彼らによると，夫婦の年齢差が女性の社会的地位に影響する可能性もあれ
ば，女性の社会的地位が年齢差結婚の形成に影響を与える可能性もあるという．Casterline, 
Williams and McDonald (1986)は年齢差結婚研究の課題を指摘したのみならず，分析手法と
モデルの重要性も指摘した． 
Wheeler と Gunter は 1930〜1980 年にフロリダ州中央部で結婚した人を対象にして夫婦
間の年齢差を調査し，年下男性と結婚する女性の割合が増加する傾向にあることを明らか
にした (Wheeler and Gunter 1987)．Wheeler and Gunter (1987)によると，「年上の女性と年下
の男性」のような結婚をしやすい人の特徴は，24 歳から 29 歳の男性や 30 歳以上の女性で
あり，2 度目，3 度目，またはそれ以上の再婚を経験した人であることが分かった． 
Wheeler and Gunter (1987)は，初めて女性年上婚を学術研究の視野に入れた．彼らは「年
上の女性と年下の男性」のような結婚は伝統的な家庭構造と性別役割分業への挑戦である
と議論したが，メカニズムへ説明は不十分である． 
その後，女性年上婚についての研究の文献数も増えている．Berardo, Appel and Berardo 
(1993)は先行研究をレビューし，年齢差結婚を以下のようにまとめている． 











結論を導きにくい．(Berardo, Appel and Berardo 1993：93) 










貢献を果たした．その後，Poppel, Liefbroer, Vermunt and Smeenk (2001)の研究成果による
と，1850 年から 1993 年にかけて，オランダで成立したすべての初婚に基づいて年齢パ
ターンを調べたところ，夫婦間の年齢差がきわめて小さかったことが判明した．しかし，





(Proulx, Caron, and Logue 2006：43) 
 
以上の理由を用いて，こうした研究分野について，継続的研究を行う必要性を呼びかけ
ている (Proulx, Caron, and Logue 2006)． 


















る (England and McClintock 2009：812)． 
以上はそれぞれ男性側と女性側の誘因を議論して，男性年上結婚のメカニズムの一部








その後，Lawton, et al. (2010)は，ニュージーランドにおける「女性年上婚」の存在と増







ェンシーと自立性は年上の夫より比較的に弱い」可能性がある (Jones 2010：12). 















Polachek, Zhang, and Zhou (2015)の研究成果によれば，夫婦間の最終学歴の差によって






(Casterline, Williams and McDonald 1986；Berardo, Appel and Berardo 1993；Poppel, Liefbroer, 




ると言える (Presser 1975)． 
日本における先行研究は，欧米と同じような男女不平等が起きていたことを指摘して
いる．日本の経済発展の段階がまだ低く，女性の就業機会が少なかった時代には，女性の





Chinanews は次のようなニュースを報じた (2017， 
http://www.chinanews.com/sh/2017/09-28/ 83421224.shtml)．中国の社会学研究員である李春玲


































(Bytheway1981；England and McClintock 2009； Pyke and Adams 2010；Jones 2010)． 
ここから「高学歴女性が結婚しにくい」(白波瀬 1999；Raymo 2003; 津谷 2005; 津谷 


































あると言えよう (Mäenpää and Jalovaara 2013)．また，学歴の影響を受けるのは結婚意欲
と結婚のしやすさだけではない．先行研究では，学歴が高いほど，性役割観と性別役割




















































的な態度を示して自分より低い学歴の男性と結婚するか (Nishino 2011；小林 2006)， ま
たは理想の相手を見つけるまで未婚に留まるかのように意識の変化が起きる． 
ただし，市場における男女の需給バランスの変化は，女性の意識のみならず，男性の



































































に，以下 3 つの意識を「家庭専念」「育児優先」「両立」と略す． 











スは 21.0%と 2015 年に初めて 2 割を上回った．特に「出産後キャリアを続けたい」と思
う女性が増えている (Lan 2010; Kenneskog 2016)．同時に，男性の考え方も変わりつつある．
2015 年に社会保障研究所が実施した調査によると，男性がパートナーとなる女性に望むコ
ースでも，女性の希望するライフコースと同様に専業主婦コースが減少し，両立コースが
増加する傾向が続いている．専業主婦を望む人が 1 割(10．1%) の減少の一方で，両立コ




















また，白波瀬 (1999)も 1995 年 SSM 調査を用いて分析を行った結果，「男女共に高学歴
を取得することで従来の分業規範を否定的である傾向が，1995 年の SSM 調査によっても
認められた」(白波瀬 1999：398)ことを明らかにした．高学歴化と役割分業意識の間に負の
関係がある一方で，女性は男性と同等にキャリア志向を持っているため，実際に晩婚化を









井上 (2011)や工藤 (2016)の分析結果から，以下のような 2 点が明らかになった．第一
の知見は，白波瀬 (1999)の結果と類似する知見「妻の就業と夫の家事・育児の増加の相関」
である．第二の知見は，「男性は家事・育児が自分の役割ではないと認識しているが，妻に









































































































かった．高等教育の達成は明らかに結婚への移行を確実に促進し得る  (Mäenpää and 
Jalovaara 2013)．一方，学歴が高いほど，性役割観と性別役割分業を否定する傾向が確認















理想的なライフコースとなっている．これを裏付けるように，細川 (2018)が 1985 年から





























2．1． モデルによる分析 1: ナッシュ均衡の算出 




























プレイヤーは男女の 2 人である． ． 
各戦略集合は と




男性のタイプは 4 つ，女性のタイプは 4 つある．タイプは第 1 次元を学歴，第 2 次
元を年齢としてそれぞれ H と L の 2 ランクを持つと仮定する．各次元のランクを次の
ように定義する． 
第 1 次元(学歴)： ． 
第 2 次元(年齢)：  
男性と女性のタイプをそれぞれ次の 4 種類の記号で表す．  









                                                        
4 利得行列を簡略化するために，利得関数の定義を満たす代表的な数値として 1 と 0 を用いる．この
数値は均衡の組み合わせには影響しない（この簡略表現によって一般性は損なわれない）． 
{ , }N  男女














る．例えば， の意味は「第 1 次元のランクは H であるが，第 2 次元のランクは H で




相手のタイプが の場合：   
相手のタイプが の場合：   
 
女性の利得関数 
相手のタイプが の場合：  
相手のタイプが の場合：  
 
















*H UM (1,0) =UM (0,1) =UM (0,0) <UM (1,1)
*L UM (1,0) =UM (0,1) =UM (0,0) =UM (1,1)
H * UF (1,0) =UF (0,1) =UF (0,0) <UF (1,1)








































条件 1 は単純な男性と女性の選好を仮定してゲームを分析した．本節では条件 2 とし




況を表している．条件 2 のもとでの効用関数の定義は以下の通りである． 
 
男性の利得関数（条件 1 と同じ） 
相手のタイプが の場合：  






相手のタイプが の場合：  
相手のタイプが の場合：  
 
表 5 から表 8 に示したのは，条件 2 に基づいて行われた標準型ゲームの結果である5． 
                                                        




2. 「結婚を希望しているが理想的な相手と結婚するのが困難」である H*の女性の場合， 自分の配偶者
選択基準を下げることによってのみ，結婚の可能性を高めることができる． 
3. 高学歴の女性は通常， 収入が高いため， 配偶者を選ぶ際に男性の経済状況には注目せず代わりに相
手の才能， 性格， または人柄のような非経済的特性に惹かれる可能性がある．非経済的要因に重点
を置くことは， H*の女性が L*の男性との結婚を容認する理由の一つになりえる． 
 
*H UM (1,0) =UM (0,1) =UM (0,0) <UM (1,1)










*H UF (1,0) =UF (0,1) =UF (0,0) <UF (1,1)























































                                                        








条件 1 と条件 2 のもとで行われたゲームの結果により，高学歴女性の「結婚相手に対
する選好の無差別化」だけでは，女性年上婚の成立メカニズムを表現できない可能性が
示唆された．そのため，前条件の分析結果に基づき，新たな条件 3 の影響を確認する必





相手のタイプが の場合：   
相手のタイプが の場合：  
 
(低学歴の場合) 
相手のタイプが の場合：  
相手のタイプが の場合：  





相手のタイプが の場合：  
相手のタイプが の場合：  
 
以上の利得関数の変更により，「L*の男性が H*の女性を好む」という変化が起きたこ
とを表現する．以下に条件 3 のもとでゲームの結果を示す． 
  
*H UM (1,0) =UM (0,1) =UM (0,0) <UM (1,1)
*L UM (1,0) =UM (0,1) =UM (0,0) =UM (1,1)
*H UM (1,0) =UM (0,1) =UM (0,0) <UM (1,1)










*H UF (1,0) =UF (0,1) =UF (0,0) <UF (1,1)


































































2．2． モデルによる分析 2：均衡の実現確率の比較 






女のタイプの組み合わせが生じる確率は (1/ 4) (1/ 4) 1/16  である．各ゲーム内では，複
数の均衡から 1 つの均衡が実現する確率がどれも等しいと仮定する．すなわち，ゲーム
i の中に存在する均衡のパターン数を in とおくと，その中の 1 つが実現する確率は 1/ in
であると仮定する．以上のような仮定に基づき，図 6 では各条件下で H*女性のゲームの
均衡の実現確率をまとめた7． 

















それぞれの均衡が実現する確率は，上記図 6 に示した通りである(行和が 1 になる)．こ
の計算結果からわかったことは，どの条件であっても(1，1)と(0，0)が実現する確率が高い
ことである．次に，(1，0)と(0，1)の実現確率は条件 1 のもとでは同じであるが，条件 2 の
下では，(1，0)の割合が(0，1)の割合より相対的に高い．条件 3 の下では，(0，1)の割合が
(1，0)の割合を上回った．(1，1)と(0，0)の実現確率は「条件 1→条件 2→条件 3」の順番で
一度低下し，その後わずかに上昇したことが判明した． 
上述した単純な仮定に基づく計算から，複数均衡からの絞り込みに関し，以下のような
インプリケーションを得た．条件 3 の下に行われた L*の男性と H*の女性のゲームでは，







る「若い低学歴男性と若くない高学歴女性の結婚」についても条件 1 と条件 2 を経た条件
3 の下では，その「実現する可能性が現れる」が確認された． 
 











最初は分析 1 との相違点を明らかにする．分析 1 では，男女の選好による利得集合は
{0, 1}であった．1 を得た場合は，理想の相手と結婚した状態である．0 を得た場合は，
「望ましくない相手と結婚した状態」や，「結婚していない状態」を指す8．そのため，「望
まない相手と結婚する状態」と「結婚しない状態」が，効用関数上は無差別と定義され
ていた．分析 3 ではこの 2 つの状態を区別するために，「望ましくない相手と結婚した状
態」の利得を－1 と定義する．一方，「望ましくない相手と結婚しない状態」は損でも得
でもないため，利得は 0 と仮定する． 
以下この仮定に基づく分析を分析 3 と呼ぶ．分析 3 は，分析 1 よりやや複雑な利得の
ルールを定義した部分だけが異なりそれ以外は，分析 3 と分析 1 の条件は一致する． 
 















































分析 1 との相違点を説明しておく．分析 1 では(1,1)以外の戦略の組み合わせは基本的































分析 1 と同じ条件を用いる分析 3 は，分析 1 により明確な均衡が得られた．それによ
り，一部の均衡の複数性が解消された．結婚に成功した男女の組み合わせは「H*の男性
と*H の女性」である．それ以外のタイプの男女が結婚状態を均衡として持たない．L*の
男性は*H の女性を理想の結婚相手と選択するが， *Hの女性は L*の男性を選択しない．
一方，H*の男性と*L の女性の場合もそうである．*L の女性は H*の男性のことを理想の
結婚相手と選択するが，H*の男性は*L の女性を選択しないことが結果から示された．最
後，*L の女性と L*の男性はお互いに選好しないため，均衡は(0，0)である． 
 
2．3．2. 条件 2’：好みでないタイプとの結婚が効用を下げる場合 

















































































H*の男性と HH の女性 
H*の男性と LH の女性 
L*の男性と HH の女性 
 
最初は，H*の男性の立場から確認する．H*の女性の意識変化により，HH の男性と H*
の女性とのゲームの均衡数量は 1 つ増えた．H*の男性と HH の女性との間に，結婚につい
ての不確実性が生じる一方，HL の女性との結婚可能性を依然として見出し得なかった．
H*の男性と LH の女性は, 意識変化が起きなかったため，条件 1 のゲームと同じように一







ては L*の男性が条件 1 の場合と同じような選好基準を持つからである． 
そして，L*の男性と L*の女性の結果は，条件の変化から影響を受けなかったため，条
件 1 で行われたゲームの結果と一致する． 
最後に，分析 3 で実施した条件 2 で行われたゲームの結果から見ると，条件 1 で行わ
れたゲームの場合との相違点が明らかになった．第一に，均衡の数が全体的に増えたこと


















































































































ため, L*の男性は L*の女性と結婚する可能性が低下する．その代わりに，L*の男性は HH
と HL の女性との結婚する可能性が生じる．一方，LL の女性と出会う場合，L*の男性は
LL の女性を結婚相手として選ばなかった． 
ここでは，LH の男性は HL の女性と結婚する可能性が最終的に現れた．しかし，L*
の男性と H*の女性とのゲームには，均衡の数がまだ 2 つある．複数均衡を絞り込むた
めには，分析 2 と同様に均衡の実現確率の計算を行う必要があるが，条件 1’，2’，3’に
基づくゲームの均衡数の変化は，分析 1より単純なため図表による比較分析を行わない．
そうする理由は，L*の男性と HL の女性のゲームにある．条件 1’のとき，L*の男性と*L





ームにおける均衡の数は 2 つとなった．それぞれ(0,1)と(0,0)である．さらに条件 3’でも，











まず，分析 2 と異なり，分析 4 における条件 1’のもとでは，いずれの戦略の組み合わ
せも，同じ確率で実現することが判明した．条件 2 の時，(0，1)と(0，0)が実現する確率は





ンを得た．条件 3 の下で行われた L*の男性と H*の女性とのゲームでは，(1，1)と(0，0)と
いう 2 つの均衡が現れた．これは，分析 1 の均衡の数より少ない．タイプが一様分布する
仮定の下では，分析 3 の均衡の数は分析 1 の結果より観察しやすく，L*の男性と H*の女
性には，互いを結婚相手と選択して結婚に繋がる可能性が高い． 
以上のような分析と考察により，分析 4 も分析 2 の傾向と異なる結果が得られた．つ
まり，「好みでない相手と結婚すると利得が下がる」という条件のもとでは，条件 1’と条




(1，1) (1，0) (0，1) (0，0)
条件1 0.25 0.25 0.25 0.25
条件２ 0.25 0.25 0 0.5
































その他にも，3 つの条件における均衡の相対的な実現確率の比較を見ると，分析 2 の
場合は均衡 (1，1)と(0，0)の実現確率は「条件 1→条件 2→条件 3」の順番で一度低下し，
その後わずかに上昇したことが判明した．また，(1，0)の割合は一度上昇し，その後低












理論分析において，分析 3 は分析 1 より詳しく結婚の成立を検討した．考察によっ
































































分析に入る前に，本研究における第 3 章の位置付けを明確にする． 
第 3 章の内容は，第 2 章と第 4 章と関連している．各章ごとの内容の繋がりについて
は，下図に示す通りである． 
図 8 . 章間の関係および全体構造 
 
第 1 章と第 2 章では，女性年上婚はなぜ成立するのかという問題を提起した後，文献
レビューを行った上でそれらを踏まえてどうして女性年上婚が成立するかについて議論













第 3 章で残された問題の解決を検討するのが第 4 章である．第 3 章では分析できなか











まとめると第 3 章の内容を第 4 章パネルデータ分析で補足しつつ，第 3 章は第 4 章で
は困難なパラメータの推定を試みることで相互に補完し合うことが目的である．以上は，
第 3 章のクロスセクションデータ分析の意義や位置付けに関する説明である．ここでは，
第 3 章の意義と区別するために第 4 章を大まかに説明したが，第 4 章の詳細は後述する． 
 






データの概要は，以下の通りである．標本設計は 1995 年 SSM 調査以来の基本方針を
踏襲し，対象者の抽出は層化 2 段・等間隔抽出法を用い，全国 800 地点から住民基本台








る実査を除いた調査実施概要は次の通りである．第 I 期調査は合計 6，000 計画サンプル
を対象に，2015 年 1 月 31 日~3 月 22 日に実施を行った．第 II 期調査は合計 5000 人を対
象に 2015 年 4 月 4 日~5 月 24 日に調査を実施した．第 III 期調査は合計 5000 人に対し，
2015 年 6 月 6 日~7 月 26 日に実施を行った． 
2015 年 SSM 調査の有効回収数は合計 7817 票である．また，有効回答率を算出する
にあたっての分母は計画サンプルでなく，調査期間終了に伴う調査の打ち止めや，死亡
者数，転居者数を差し引き，合計 15605 人であり，実際に調査対象となる場合のみを算
出した結果，最終的な調査対象者数は合計 15605 人と確定し，有効回収率は 50．1%であ
った．また，1985 年から，女性が調査対象者として追加され，男性 A 票と B 票，そして
女性票から構成されるようになった．1995 年には男女を対象に A 票と B 票，そして威信
票の 3 種類の調査票から構成するようになった．1995 年では，職業データは A 票のみに
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説明変数 1X から 6X はそれぞれ，年齢層，賛成的な役割分業規範意識，自分の最終学歴，
配偶者の年齢，夫婦間の教育年数差（妻の教育年数−夫の教育年数），初婚年齢，である．ま
た関数 logit は以下のように定義する． 
1log logit ( )
1
p
a bX p a bX
p
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パラメータ 0 1 3 0 1 6, ,..., , , ,...,a a a b b b の事前分布にはデフォルトの一様分布（－∞，+∞）





Monte Carlo methods，以下 MCMC と省略）を用いる．実装コードは Stan（Ver. 2.21.0）






















年上婚ではない」および「現在，結婚していない」という 3 つのカテゴリからなる． 
女性年上婚の定義は，妻の年齢−夫の年齢が正であるケースとする (Yamamura and 
Tsutsui 2019)9． 
                                                        

















情報である．これは，表 25 のように示している． 
表 25. 全体の結婚現状の件数 
 
 




表 26 と表 27 は男性サンプルおよび女性サンプルの，第 2 段階の被説明変数，制御変
数，説明変数に関する情報である． 









女性年上婚状況 度数 相対度数 累積相対度数 初婚年齢
女性年上婚 389 10.9% 10.9%
女性年上婚ではない 2205 61.8% 72.7% 最小値 中間値 平均 最大値
結婚していない 974 27.3% 100.0% 18 27 29 74
総計 3568 100%
年齢層 度数 相対度数 累積相対度数
20代 324 9.1% 9.1% 賛成的な役割規範意識 (1:反対 - 5:賛成)
30代 523 14.7% 23.7%
40代 611 17.1% 40.9% 最小値 中間値 平均 最大値
50代 593 16.6% 57.5% 1 2 2.36 5
60代と以上 1517 42.5% 100.0%
総計 3568 100.0%
自分の学歴 度数 相対度数 累積相対度数 相手の年齢
中学校 407 11.4% 11.4%
高校 1451 40.7% 52.1% 最小値 中間値 平均 最大値
専修学校（高度・専門課程） 43 1.2% 53.3% 20 56 54 81
短期大学 352 9.9% 63.1%
高度専門学校 51 1.4% 64.6%
大学 1140 32.0% 96.5% 夫婦の教育年数の差（妻は夫より教育年数が多い場合）
大学院 123 3.4% 100.0%
欠損値 1 0.0% 100.0% 最小値 中間値 平均 最大値





























女性年上婚状況 度数 相対度数 累積相対度数 初婚年齢
女性年上婚 465 10.9% 10.9%
女性年上婚ではない 2553 60.1% 71.0% 最小値 中間値 平均 最大値
結婚していない 1231 29.0% 100.0% 16 25 26 61
総計 4249 100%
年齢層 度数 相対度数 累積相対度数
20代 405 9.5% 9.5% 賛成的な役割規範意識 (1:反対 - 5:賛成)
30代 634 14.9% 24.5%
40代 800 18.8% 43.3% 最小値 中間値 平均 最大値
50代 730 17.2% 60.5% 1 2 2.04 5
60代と以上 1680 39.5% 100.0%
総計 4249 100.0%
自分の学歴 度数 相対度数 累積相対度数 相手の年齢
中学校 462 10.9% 10.9%
高校 1706 40.2% 51.0% 最小値 中間値 平均 最大値
専修学校（高度・専門課程） 150 3.5% 54.6% 19 44 57 91
短期大学 604 14.2% 68.8%
高度専門学校 606 14.3% 83.0%
大学 662 15.6% 98.6% 夫婦の教育年数の差（妻は夫より教育年数が多い場合）
大学院 54 1.3% 99.9%
欠損値 5 0.1% 100.0% 最小値 中間値 平均 最大値





から，男性の平均値は 2.36 であり，女性は 2.04 である．女性のほうがやや低く，男性よ
り反対的な役割分業規範意識の傾向を示している． 











3．6． MCMC の計算結果 
本節では統計モデルに基づいて計算した事後分布の計算結果を確認する．MCMC によ
る計算では iter=7500, warmup=2500, chain=4 を設定した．まず Rhat の値とトレースプロッ
トから MCMC の計算結果が収束したかどうかを診断し，次に事後分布の MCMC サンプル
のヒストグラムのプロットにより各分布の形状を確認する． 
Rhat は MCMC が収束したかを表す一つの指標であり，パラメータごとに算出される．
ここでは，すべてのパラメータが Rhat<1.1 となる場合に『収束した』と見なすことにする
(松浦 2015：42)． 




結婚しているかどうか mean   sd 2.5% 97.5% n_eff Rhat
Intercept -1.584 0.150 -1.876 -1.288 12300.000 1.000
年齢層        0.649 0.031 0.589 0.708 15417.000 1.000
賛成的な役割分業規範 0.046 0.030 -0.012 0.104 21679.000 1.000
自分の学歴 0.066 0.019 0.030 0.102 17889.000 1.000
女性の年上婚をしているか mean   sd 2.5% 97.5% n_eff Rhat
Intercept 0.876 0.466 -0.029 1.794 11856.000 1.000
年齢層        -0.918 0.121 -1.159 -0.685 12414.000 1.000
賛成的な役割分業規範 -0.045 0.040 -0.124 0.033 24245.000 1.000
自分の学歴 -0.003 0.027 -0.057 0.051 21467.000 1.000
初婚年齢 -0.062 0.014 -0.089 -0.036 13724.000 1.000
相手の年齢 0.051 0.011 0.032 0.072 11758.000 1.000





表 28 は男性サンプルの分析結果である10．上の段は 2 段階の同時推定モデルの第 1 段
階「現在結婚しているか否か」の確率に影響するパラメータの計算結果である．Rhat の値
が全て 1.1 より小さいため，MCMC サンプルは収束していると見なせる．「結婚している
かどうか」の確率を構成する変数である年齢層，賛成的な役割分業規範意識や自分の学歴
の事後分布の平均はそれぞれ，0.649，0.046 や 0.066 だった． 
「女性年上婚するか否か」の確率に影響するパラメータの計算結果は下段に示してい
る．Rhat は全て 1.1 より小さいため，収束していると判断した．「女性年上婚するか否か」
について，年齢層，賛成的な役割分業規範意識や自分の学歴の事後分布の平均はそれぞれ，
-0.918，-0.045 と-0.003 である．初婚年齢，相手の年齢と妻は夫より多くの教育年数の事後
平均はそれぞれ-0.062，0.051 と 0.006 である 
次に事後分布の形状の確認を行う. 図 10 と図 11 に，結婚しているか否かの段階，およ
び女性年上婚をしているか否かという段階の各パラメータのトレースプロットを，図 12





図 10. 結婚の説明変数の係数のトレースプロット(男性) 
 
 









図 11. 女性年上婚の説明変数の係数のトレースプロット(男性) 
 
 










したものである．次に女性の場合について MCMC の計算結果を確認する． 
 
表 29 .MCMC の計算結果(女性) 
 
 
最初に確認し得ることは全ての Rhat が 1.1 より小さいことである．すなわち MCMC に
よる事後分布の計算が収束したことを意味している．「結婚しているか否か」について，女
性の年齢層の事後分布平均は 0.248 であった．一方，賛成的な役割分業規範意識の事後分
布平均は 0.010，自分の学歴の事後分布平均は-0.002 だった． 
女性年上婚の成立について，個人属性である年齢層，賛成的な役割分業規範意識および
自分の学歴の事後平均はそれぞれ，3.416，0.011 と-0.077 である．一方，初婚年齢，相手の
年齢と妻は夫より多くの教育年数の事後平均はそれぞれ 0.116，-0.353 と 0.03 である． 
図 14 および図 15 も同様に MCMC サンプルの収束状況を示している．2 つのモデルの
MCMC サンプルは収束していると見なせる． 
 
図 14 . 結婚の説明変数の係数のトレースプロット (女性) 
N=4249女性
結婚しているかどうか mean sd 2.50% 97.50% n_eff  Rhat 
Intercept 0.011 0.136 -0.253 0.276 11816.000 1.000
年齢層        0.248 0.026 0.197 0.299 14375.000 1.000
賛成的な役割分業規範意識 0.010 0.027 -0.044 0.063 18199.000 1.000
自分の学歴 -0.002 0.018 -0.037 0.033 17124.000 1.000
女性の年上婚をしているか mean sd    2.50% 97.50% n_eff  Rhat 
Intercept 1.100 0.492 0.142 2.067 14205.000 1.000
年齢層        3.416 0.198 3.036 3.806 12728.000 1.000
賛成的な役割分業規範 0.011 0.052 -0.090 0.113 20889.000 1.000
自分の学歴 -0.077 0.032 -0.139 -0.015 20469.000 1.000
初婚年齢 0.116 0.012 0.092 0.140 17337.000 1.000
相手の年齢 -0.353 0.019 -0.390 -0.317 12323.000 1.000







図 15. 女性年上婚の説明変数の係数のトレースプロット (女性) 
 

















ここで MCMC の計算結果表に記載した 95%ベイズ信用区間を用いて，パラメータに関
する仮説を考察する11．  
まず仮説 1.1「男性の学歴が低いほど，女性年上婚が形成しやすい」について，男性の








について，年齢層と学歴の 95%ベイズ信用区間は正であり，事後分布の平均が 0.649 と
0.066 であることから，正の影響が示唆される．一方，賛成的な役割分業規範意識の事後




の事後分布平均値は 0.006 だが，信用区間が 0 を含むため，係数の正負は判断できない． 
女性サンプルの結婚については賛成的な役割分業規範意識と学歴の 95%信用区間が 0
を含むため，影響の有無は判断できない．一方年齢層の 95%信用区間は正で，事後平均が





高い学歴を持つことの 3 つと予想できる．  
























































い稼得能力を持つことが明らかにされている (Oppenheimer 1997；園田 2007；中村 2012).
日本で社会経済的地位の高い女性のほうが結婚しやすい (永瀬 2018)．その理由の 1 つと
しては，男女平等の考え方が少しずつ浸透すると同時に男性の雇用の不安定化しているた
め，妻の稼得能力を高く評価する男性が増えていることが例として挙げられる  (永瀬 
2018)．一方，学歴と女性年上婚について「妻よりも夫の学歴と経済的社会的ステータスが
低い，いわゆる『下方婚』が男女双方に受容されるようになれば，晩婚化の進展はくいと
























若年パネル調査は，日本全国に居住する 2006 年 12 月末時点での満 20 歳～34 歳の男女
を母集団とし，住民基本台帳を基本に性別・年齢を層化して対象者を抽出し，2007 年 1 月
から 3 月にかけて調査票による調査を行ったものである．若い年齢層の回収が困難である




法)．回収率は以下の表 30 のとおりである． 










壮年パネル調査は，日本全国に居住する 2006 年 12 月末時点で満 35 歳～40 歳の男女
を母集団とし，住民基本台帳を基本に性別・年齢を層化して対象者を抽出し，2007 年 1











4．4．分析方法・モデル 1：1 階差分モデルについての定義と構造 
本章の目的は理論分析によって示された仮説「性別役割分業を否定するほど，女性年
上婚が成立しやすくなる」を検証することである．本研究では，パネルデータを用いた
1 階差分ロジットモデル(以下，1 階差分モデルと称する)を行う．場合によって，1 階差
分モデルの推定量は固定効果モデルによって計算される推定量と一致する (Wooldridge 














            i =1,2,3,...,N， t =1,2,3...,T  
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i =1,2,3,...,N , t =1,2,3...,T  
 
以上のように，非観測の個体の固有効果𝐹𝑖が除外され，それぞれ△ 𝑌𝑖𝑡，△ 𝑋𝑖𝑡，と△ 𝑣𝑖𝑡
の差分から説明変数の係数の推定量が得られる (Wooldridge 2010)．なお t が 2 時点しか
ない場合，1 階差分モデルの推定量は固定効果モデルによって計算される推定量と一致
する (Wooldridge 2010)． 




1 階差分モデルでは，t 時点で個体 i が女性年上婚をしているか否かを被説明変数として
想定している．△ 𝑌𝑖𝑡，△ 𝑋𝑖𝑡はそれ各変数の時点間の差分である．時点間で不変な個体特
有の効果である𝐹𝑖は 2 時点間の差をとることによって消去されている．  
 
 
                                                        
13 固定効果モデルについては山本 (20115)，畑農・水落 (20117)と羽森 (2009)を，1 階差分モデルにつ




4．5．分析方法・モデル 2：1 階差分モデルについての応用 
被説明変数が離散型に属する場合，ロジットモデルのような離散型の被説明変数に対
応したモデルを用いる必要がある．本研究の場合では，1 階差分モデルに対応したロジッ
トモデルを用いる．既に述べたが，t が 2 時点しかない場合，1 階差分モデルの推定量は
固定効果モデルによって計算される推定量と一致することが分かる (Wooldridge 2010)．
また，Stammann, Heiß. and McFadden (2016)はロジット固定効果モデルを以下のように定
義している． 
𝑓(𝑦𝑖𝑡|𝑥𝑖𝑡, 𝛽, 𝛼𝑖𝑡) = 𝑝𝑖𝑡
𝑦𝑖𝑡(1 − 𝑝𝑖𝑡)
1−𝑦𝑖𝑡 




𝑦𝑖𝑡 = 1[𝛼𝑖𝑡 + 𝑥𝑖𝑡𝛽 + 𝜖𝑖𝑡 > 0] 
(Stammann, Heiß. and McFadden 2016：4) 
 
本研究が目的とする分析にあてはめると，xitは女性年上婚を説明する変数，𝛼𝑖𝑡は個体











最後に, 本研究では，1 階差分モデルを，以下のように使用する． 
△ 𝑌女性年上婚しているか
𝑖𝑡
= 𝛽0 + 𝛽1(△ 𝑋性別役割分業意識
𝑖𝑡
) 
i =1,2,.....,N， t =1,2,.....,T   
 
分析には，Czarnowske, D., Heiss, F., and Stammann, A. (2017)が開発した R のパッケー
ジ Bife を用いる．従来の計量経済学では，固定効果モデルといえば，OLS 最小 2 乗法な
                                                        




























                                                        
15 性別役割分業意識はそれぞれ，wave1 の問 39A，wave5 の問 28A，wave7 の問 30A，wave9 の問 31A
に聞かれている．質問の構成は以下である． 
あなたは以下のような意見について，どう思いますか．もっとも近い思う番号 1 つに○をつけてくだ
さい．(○はそれぞれにつき 1 つ)A 男性の仕事は収入を得ること，女性の仕事は家庭と家族の面倒をみ
ることだ． 






図 18．各 wave における若年層男性既婚者（wave5 以降は未婚から結婚状態に変化した人）の内訳 
 
図 18 が示すように若年層男性サンプルでは結婚は主に非女性年上婚であることが判
明した．全体的に見ると wave5 から wave9 にかけて，新規結婚者数の増加は僅かである．




図 19．各 wave における若年層男性の役割分業規範意識の集計 
 
















図 20．各 wave における若年層女性既婚者（wave5 以降は未婚から結婚状態に変化した人）の内訳 
 














図 22．各 wave における壮年層男性既婚者（wave5 以降は未婚から結婚状態に変化した人）の内訳 
 
図 22 に壮年層男性の既婚者数を示している．新規結婚件数は 2013 年と 2105 年はほ
ぼ横ばいで，変化は見えづらい．wave1 から wave5 の結果から，非女性年上婚の件数が，
女性年上婚の件数よりはるかに多いことが明らかになった．また，新規女性年上婚数は，




















見られる．また wave9 でも，wave7 より僅かに多いにすぎない. 
 


























いる．0 から 1 への変化は，非婚状態から女性年上婚への変化を含むが，非婚状態から
非女性年上婚への変化は含まない点に注意する． 







表 32. 各 wave における役割分業と女性年上婚との相関関係(若年層男性) 
 
 




      Estimate Std. error z value Pr(> |z|)        Estimate Std. error z value Pr(> |z|)        Estimate Std. error z value Pr(> |z|)  





Number of Fisher Scoring
Iterations
Average individual fixed effect








      Estimate Std. error z value Pr(> |z|)        Estimate Std. error z value Pr(> |z|)        Estimate Std. error z value Pr(> |z|)  





Number of Fisher Scoring
Iterations
Average individual fixed effect


























態度を持つことが挙げられる．3 つの期間の係数はそれぞれ，0.25，0.19 と 0.59 である．
大きさから見ると，若年層女性の賛成的な態度は wave5 から wave7 の間一度弱体化され，
その後直ぐ強化されたことが分かった． 






                                                        





表 34. wave における諸要因と女性年上婚との相関関係(壮年層男性) 
 
 




      Estimate Std. error z value Pr(> |z|)        Estimate Std. error z value Pr(> |z|)        Estimate Std. error z value Pr(> |z|)  





Number of Fisher Scoring
Iterations
Average individual fixed effect








      Estimate Std. error z value Pr(> |z|)        Estimate Std. error z value Pr(> |z|)        Estimate Std. error z value Pr(> |z|)  





Number of Fisher Scoring
Iterations
Average individual fixed effect














wave1 から wave5 の間に統計的有意性があり(P<0.1)，係数は 0.53 と正の値を示した．
こうした期間の壮年層男性は役割分業規範意識を強く持つために女性年上婚をしたと推
測される． 
wave5 から wave7 の間では，係数(2.02)も前 2 年の期間の結果と同様に正の値であっ
たが，統計的有意性は見られなかった．しかし，前 2 年の期間の結果から，係数の値を
見る限りでは，役割分業規範意識の影響が上昇していた．wave7 から wave9 の間で，係





いことが明らかになった．係数を確認すると wave1 から wave9 にかけて，係数の値はそ










































がわかった．このことは，オリガ (2019)の知見と一致する(佐々木 2012；鹿又 2012；Nishino 




























































































得は (−１，0，1) の場合）とでは違いが生じたことが確認できた．利得は (0，1) の場合，
どの条件であっても実現する確率が高い(1，1)と(0，0)の実現確率は「条件 1→条件 2→条
件 3」の順番で一度低下し，その後わずかに上昇したことが判明した．一方，利得は (−１，





第 3 章では，第 2 章の理論分析の知見に基づいて 2 つの仮説を立て，クロスセクショ
ンデータで仮説検証を行った．仮説は 3 つある．それぞれ 
仮説 1.1「男性の学歴が低いほど，女性年上婚が形成されやすい」 
仮説 1.2「女性の学歴が高いほど，女性年上婚が形成されやすい」 
































ではない．第 4 章のパネルデータ分析では，この問題に関する根拠を提供した．  
一方，若年層男性と壮年層女性の意識は反対的な役割分業規範意識であるため，特に若
年層男性に関するデータの分析結果は仮説 2 と整合的だった． 
ただし年齢と結婚の関係について，Hamermesh (2011)は，「若いほど，外見が良い（と
人々が判断しやすい）」という実証研究の知見を紹介している．これは年齢差結婚を研究



































































く場合もある．ただし，Yamamura and Tsutsui (2019)は「夫の年齢で妻の年齢を引く」とい
う方法を用いて分析を行っていた．年齢差の定義に対してもバリエーションが多くある．
Amato ら (2003)は 4 歳以上と提案したのに対し，Wheeler (2010)は夫婦の年齢差は 6 歳で
あると，年齢差結婚と見なすと論じた．ただし，更に 25 歳の差であれば年齢差結婚と言
えるという意見もあった (Barnes 2005； Shehan，Berardo,Vera and Carley 1991)．このよう
に，年齢差の基準範囲の統合性がないのは，年齢差を決める基準が存在しないからである 
(Bittles et al. 1991；Groot and Maassenvandenbrink, 2002；Barbieri，M., Hertrich, V.，and Grieve, 














































































とき，差分△ 𝑋𝑡は以下のように 3 つの状態があり得る． 
𝑋𝑡 − 𝑋𝑡−1 > 0,        △ 𝑋𝑡> 0 
 𝑋𝑡 − 𝑋𝑡−1 = 0,        △ 𝑋𝑡＝0 




路が判明した．一方，被説明変数「女性年上婚か否か」は 2 値変数である．0 と１はそれ
ぞれ，「女性年上婚ではない」と「女性年上婚である」と意味する．差分を取ってみる
と，以下のような状態遷移パターンがあり得る． 
𝑌𝑡 = 1, 𝑌𝑡−1 = 1,        △ 𝑌𝑡= 0 
𝑌𝑡 = 1, 𝑌𝑡−1 = 0,        △ 𝑌𝑡= 1 
 𝑌𝑡 = 0, 𝑌𝑡−1 = 1,        △ 𝑌𝑡= -1 
𝑌𝑡 = 0, 𝑌𝑡−1 = 0,        △ 𝑌𝑡= 0 
上から下の意味はそれぞれ「前年度も本年度も女性年上婚をしている」，「前年度は
女性年上婚をしていたが，本年度は女性年上婚をしなくなった」，「前年度は女性年上
                                                        




























































ら〔「2015 年 SSM 日本調査，2015」(2015SSM 研究会データ管理委員会)〕の個票データ
の提供を受けました． 
The data for this analysis of Japan society 1: Cross-section data analysis, "The national survey 
of Social Stratification and social Mobility 2015," was provided by the Social Science Japan Data 





ル調査(JLPS-Y)Wave 1-9, 2007-2015」〕と〔JLPS・壮年パネル調査(JLPS-M)Wave 1-9, 2007-
2015」〕の個票データの提供を受けました． 
The data for this analysis of Japan society 2: Panel data analysis, "Japanese Lifestyle Panel 
Survey (Young) wave 1-9, 2007-2015," and "Japanese Lifestyle Panel Survey (Mid-age) wave 1-
9, 2007-2015," was provided by the Social Science Japan Data Archive, Center for Social Research 














有田伸, 2010, 「変化の方向とパターンを区別したパネルデータ分析の可能性: 従業上の地位
の変化がもたらす所得変化を事例として」『 東京大学社会科学研究所パネル調査プロジ
ェクト ディスカッションペーパーシリーズ』, (35), 1-85. 
天川直子, 1995, 「固有要因としての性別分業」佐藤寛編『援助と社会の固有要因』アジア経
済研究所, 41-53. 
Amato,P.R., Johnson,D.R., Booth,A., and Rogers,S.J., 2003,“Continuity and change in marital quality 
between 1980 and 2000,” Journal of marriage and family, 65(1): 1-22. 
荒牧央, 2019, 「45 年で日本人はどう変わったか(1)」『放送研究と調査』69(5): 2-37, 
(2019 年 10 月 19 日取得，https://www.nhk.or.jp/bunken/research/yoron/20190501_7.html) 
Atkinson, M.P., and Glass,B.L., 1985, “Marital age heterogamy and homogamy,1900 to 1980,” Journal 
of Marriage and the Family, 47(3): 685-691. 
Barbieri,M., Hertrich,V., and Grieve,M., 2005, “Age difference between spouses and contraceptive 
practice in sub-Saharan Africa,” Population, 60(5): 617-654. 
Barnes, K. A., 2005, “Examining predictors of marital satisfaction among age similar and age discrepant 
older couples,” Dissertation Abstracts International, 65 (08): 1- 43.  
Beja, E. L., 2014, “Who is happier: Housewife or working wife?,” Applied Research in Quality of 
Life, 9(2): 157-177. 
Berardo, F.M., Appel, J., and Berardo, D.H., 1993, “Age dissimilar marriages: Review and assessment,” 
Journal of Aging Studies, 7(1): 93-106. 
Bittles, A.H., Mason,W.M., Greene,J., and Rao, N.A., (1991), “Reproductive behavior and health in 
consanguineous marriages,” Science, 252(5007): 789-794. 
Buss, D. M., 1998, “Sexual strategies theory: Historical origins and current status,” Journal of Sex 
Research, 35(1): 19-31. 
Bytheway, W., 1981, “The Variation with Age of Age Differences in Marriage,” Journal of Marriage 
and Family, 43(4): 923-927.  
Czarnowske, D., Heiss, F., and Stammann, A., 2020, "bife-Binary Choice Models with Fixed Effects," 
The Comprehensive R Archive Network, Vienna: WU (Wirtschaftsuniversität Wien), (Retrieved 
November 2, 2020, https://cran.r-project.org/web/packages/bife/bife.pdf) 
Carmichael, S. G., De Moor, T., and Van Zanden, J. L., 2011, ““When the heart is baked, don’t try to 
knead it”: Marriage age and spousal age gap as a measure of female‘agency’”, Working Papers, 
NO. 0019, Available at https://ideas.repec.org/p/ucg/wpaper/0019.html (Retrieved February 18， 
2020). 
Casterline, J.B., Williams, L., and McDonald, P., 1986, “The age difference between spouses: variations 




千本暁子・近藤和彦, 1990, 『制度としての<女>―性・産・家族の比較社会史―』平凡社. 
中国ニュース, 2017,「専門家：『女性年上婚』の数が大幅増加する理由は中国女性社会地位の
向上」. 広州 DailyNews.  
(2019 年 10 月 19 日取得,  http://www.chinanews.com/sh/2017/0928/83421224.shtml) 
Cuber, J. F., 1971, “May-September marriages,” Sexual Behavior, 1: 9-17. 
Drefahl, S., 2010, “How does the age gap between partners affect their survival?” Demography, 47(2): 
313-326. 
Duncan, C., 1993, “Personality, socio-economic status and age disparity in marriage,” Personality and 
Individual Differences, 15(6): 725-727. 
England, P., and McClintock, E. A., 2009, “The gendered double standard of aging in US marriage 
markets,” Population and Development Review, 35(4): 797-816. 
Fukuda, Setsuya., 2013, “The changing role of women’s earnings in marriage formation in Japan,” The 
Annals of the American Academy of Political and Social Science, 646(1): 107-128. 
不破麻紀子・ 柳下実, 2016, 「未婚女性の学歴と結婚への関心」『理論と方法』, 31(2):  226-239. 
福田節也・余田翔平・茂木良平, 2017, 「日本における学歴同類婚の趨勢: 1980 年から 2010 年
国勢調査個票データを用いた分析」『IPSS Working Paper Series (J)』, No.14: 1-22. 
Groot, W., and Van Den Brink, H. M., 2002, “Age and education differences in marriages and their 
effects on life satisfaction,” Journal of Happiness Studies, 3(2): 153-165. 
Hamermesh, D. S., 2011, Beauty pays: Why attractive people are more successful. Prinston: Princeton 
University Press. 
橋本摂子, 2009,「未婚者層における結婚意識の変動と社会階層的要因」『東京大学社会科学研
究所パネル調査プロジェクトディスカッションペーパーシリーズ』, No.29: 1-19. 
服部良子, 1993, 「日本的経営下の女性労働と家族生活」竹中恵美子編『グローバル時代の労
働と生活―そのトータリティをもとめて』ミネルヴァ書房, 361-369. 
細川千紘, 2018,「女性の性別役割分業意識の変遷とライフコース」『2015 年 SSM 調査報告書
8 意識Ⅰ』(2015 年 SSM 調査研究会), 111-141. 
羽森茂之, 2009, 『ベーシック計量経済学』中央経済社. 
畑農鋭矢・水落正明, 2017, 『データ分析をマスターする 12 のレッスン』有斐閣. 
井上清美, 2011,「母親規範・母親意識の現在: 1990 年代以降の社会学的文献レビュー」『川口
短大紀要』,25: 103-114. 
Isen, A., and Stevenson, B., 2010, “Women's education and family behavior: Trends in marriage, divorce 
and fertility,” Pennsylvania: National Bureau of Economic Research, (Retrieved June 26, 2020, 
http://www.nber.org/papers/w15725.pdf) 
Jones, G., Changing Marriage Patterns in Asia (January 15, 2010). Asia Research Institute Working Paper 
No. 131, Available at 





口問題研究(J.of Population Problems)』, 69(1): 3-41. 
鹿又伸夫, 2012, 「結婚・配偶者と就業所得: 結婚プレミアムと結婚ペナルティ」『三田社会学 
(Mita journal of sociology)』,No.17: 61- 78. 
Kenneskog, T., 2016, “The Paradox of the Japanese Labor Market : Working Prospects for a Japanese 
Housewife (Dissertation),” DiVA, Uppsala(Sweden): Uppsala University, 
(Retrieved July 5, 2019, http://urn.kb.se/resolve?urn=urn:nbn:se:su:diva-132165) 
Kenrick, D. T., and Keefe, R. C., 1992, “Age preferences in mates reflect sex differences in human 
reproductive strategies,” Behavioral and Brain Sciences, 15(1): 75-91. 
小林淑恵, 2006, 「学歴下方婚のすすめー類婚選択と実現された生活」『NFRJ03第二次報告書』
(2006 年日本家族社会学会 全国家族調査委員会),89–102. 
国立社会保障・人口問題研究所,  2015,「2015 年社会保障・人口問題基本調査(結婚と出産に
関する全国調査) 」,   
(2019 年 10 月 19 取得, http://www.ipss.go.jp/ps-doukou/j/doukou15/NFS15_reportALL.pdf) 
コルムシ,オリガ, 2019,「ジェンダー意識は結婚への移行に影響を与えるのか―パネルデータ
を用いた男女比較分析」『ジェンダー研究』, 22: 169-183. 
工藤寧子, 2016,「夫婦の家事分担に関する文献レビュー」『東北女子大学・東北女子短期大学
紀要』, 54: 58-64. 
Lan, H.Y., 2010, “Career Woman or Housewife? : Japanese Female University Students’ Attitudes on 
Gender Roles,” Fukuoka Jo Gakuin University Bulletin, Faculty of International Career 
Development, 03(4): 47-56. 
Lawton, Z., and Callister, P., 2010, “Older Women-younger men relationships: The social phenomenon 
of'cougars: A Research Note,” Wellington, Australia: Institute of Policy Studies, (Retrieved: 
September, 10, 2020, 
https://www.semanticscholar.org/paper/Older-Women-Younger-Men-Relationships%3A-the-
Social-A-Lawton-Callister/52ec13515837cfb38e790e2ac0020db8d1b28429) 
李春玲,2017,「社会変更という背景での中国青年問題研究」, 中国社会科学サイト,  
(2019 年 10 月 16 日取得,  
http://ex.cssn.cn/bk/bkpd_qkyw/bkpd_bjtj/201705/t20170510_3514208_1.shtml) 
Mäenpää, E., and Jalovaara, M., 2013, “The effects of homogamy in socio-economic background and 
education on the transition from cohabitation to marriage,” Acta Sociologica, 56(3): 247-263. 
宮坂靖子・目黒依子・矢澤澄子,2002,「少子化時代のジェンダーと母親意識」『社会学評論』, 
53(1): 143-145.  
松田茂樹, 2015, 「職場における出会いと結婚意欲の関係. 経済社会総合研究所」『少子化と未
婚女性の生活環境に関する分析~ 出生動向基本調査と「未婚男女の結婚と仕事に関する






松浦健太郎, 2017,『Stanと Rでベイズ統計モデリング』.共立出版. 
永瀬圭,  2018,「結婚に関わる意識と女性の社会経済的地位－計量分析を通して－」京都大学
大学院文学研究科 2018 年度博士論文. 
中村真理子, 2014,「男女別学の学校への通学と結婚行動―結婚相手との出会いの場としての
学校」『経済学研究論集』, 40: 65-80.  
Ní Bhrolcháin, Máire., 2006, “The age difference between partners: a matter of female 
choice? In, Sauvain-Dugerdil, Claudine, Leridon, Henri and Mascie-Taylor, Nicholas (eds.),” 
Human Clocks: The Bio-Cultural Meanings of Age, 298(5): 289-312. 
内閣府, 2012,「男女共同参画社会に関する世論調査」, 
(2019 年 10 月 20 日取得, https://survey.gov-online.go.jp/h24/h24-danjo/zh/z14.html) 
西野理子, 2015, 「性別役割分業意識の規定要因の推移」『東洋大学社会学部紀要』, 53(1): 139-
147. 
Nishino, H., 2011, “Gender Norm and Family Model among Working Women: Through Article of 
‘Nikkei Woman’,” Contesting the Social: New Realities, Next Society Conference Paper, 19-25.  
大森裕浩, 2017,『コア・テキスト計量経済学』新世社.  
Oppenheimer, V. K., 1997, “Women's employment and the gain to marriage: The specialization and 
trading model,” Annual review of sociology, 23(1): 431-453. 
纓坂英子, 2013,「女性誌にみる伝統的性役割」『駿河台大学論叢』, (47):  229-240. 
Otta,E., Da Silva Queiroz,R., De Sousa Campos,L., Da Silva,M.W.D., and Silveira, M.T., 1999, “Age 
differences between spouses in a Brazilian marriage sample,” Evolution and human 
behavior, 20(2): 99-103. 
野崎祐子，2007，「雇用不安時代における女性の高学歴化と結婚タイミング- JGSS データによ
る検証」『 JGSS で見た日本人の意識と行動』, 3(6): 131-146. 
Polachek, S. W., Zhang, X., and Zhou, X., 2015, “A biological basis for the gender wage gap: Fecundity 
and age and educational hypogamy,” IZA Discussion Papers, No.8570, Available at 
https://www.econstor.eu/handle/10419/104683 (Retrieved: January, 18, 2020). 
Poppel, F. V., Liefbroer, A. C., Vermunt, J. K., and Smeenk, W., 2001, “Love, necessity and opportunity: 
Changing patterns of marital age homogamy in the Netherlands, 1850–1993,” Population studies, 
55(1): 1-13. 
Presser, H. B., 1975, “Age differences between spouses: Trends, patterns, and social implications,” 
American Behavioral Scientist, 19(2): 190-205. 
Proulx, N., Caron, S.L., and Logue, M. E., 2006, “Older women/younger men: A look at the implications 




Pyke, K., and Adams, M., 2010, “What’s Age Got to Do With It? A Case Study Analysis of Power and 
Gender in Husband-Older Marriages,” Journal of Family Issues, 31(6): 748–777. 
Qian,Y, 2017, “Gender asymmetry in educational and income assortative marriage,” Journal of 
Marriage and Family, 79(2): 318-336. 
Raymo, J. M, 2003, “Educational attainment and the transition to first marriage among Japanese women,” 
Demography, 40(1): 83-103. 
Raymo,J.M.,and Iwasawa,M., 2005, “Marriage market mismatches in Japan: An alternative view of the 
relationship between women's education and marriage,” American Sociological Review, 70(5): 
801-822. 
Robert, M., 2017, “Gender inequality and family formation in Japan,” Asian Anthropology, 16(4): 261-
278. 
Schmitt,R.C., 1966, “Age differences in marriage in Hawaii,” Journal of Marriage and the 
Family,1(28): 57-61. 
瀬地山角,1996, 『東アジアの家父長制:ジェンダーの比較社会学』勁草書房. 
Sieder,R.,and Mitterauer,M., 1983, “The reconstruction of the family life course: theoretical problems 
and empirical results,” Family forms in historic Europe, 309-346. 
佐々木尚之, 2012,「不確実な時代の結婚」『家族社会学研究』, 24(2): 152-164. 
Shehan, C. L., Berardo, F. M., Vera, H., and Carley, S. M., 1991, “Women in age-discrepant marriages,” 
Journal of Family Issues, 12: 291-305.  
白波瀬佐和子，1999，「女性の高学歴化と少子化に関する一考察」『季刊社会保障研究』, 34(4): 
392-401. 
白波瀬佐和子, 2017, 「2015 年社会階層と社会移動に関する全国調査 (SSM 調査)実施の概
要」, 2015 年社会階層と社会移動(SSM)調査研究会,  
(2019 年 12 月 17 日取得, http://www.l.u-tokyo.ac.jp/2015SSM-PJ/01_01.pdf) 




島直子, 2011, 「妻の家計貢献が夫の性別役割分業意識に及ぼす影響」『家族社会学研究』, 23(1): 
53-64. 
Skopek,J., Schmitz, A., and Blossfeld, H.P., 2011, “The gendered dynamics of age preferences–
Empirical evidence from online dating,” ZfF–Zeitschrift für Familienforschung/Journal of Family 
Research, 23(3): 267-290. 






Stammann, Amrei., Heiß, Florian., and McFadden, Daniel., (2016), “Estimating Fixed Effects Logit 
Models with Large Panel Data,” Beiträge zur Jahrestagung des Vereins für Socialpolitik 2016: 
Demographischer Wandel - Session: Microeconometrics, No. G01-V3, September 2016. 
園田直子,  2007,「時間的展望研究の具体的展開:自分を知り,生きがいをつくる」『時間的展望
ガイドブック』,第 4 章: 140-150.  
Sweeney, M. M., 2002, “Two decades of family change: The shifting economic foundations of marriage,” 
American Sociological Review, 132-147. 




学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センターホームページ,(2020 年 4 月 20 日
取得, https://csrda.iss.u-tokyo.ac.jp/panel/project/overview/) 





識を考慮した実証分析」「RIETIディスカッションペーパー」, 16-J, 010,  
(2020 年 3 月 16 日取得, https://www.rieti.go.jp/jp/publications/summary/16030001.html) 
上野淳子, 2012,「ジェンダーおよび学歴による将来像の違い」『四天王寺大学紀要』,54: 183-
196.  
Utomo, A.J., 2014, “Marrying Up? Trends in Age and Education Gaps Among Married Couples in 
Indonesia,” Journal of Family Issues, 35(12): 1683–1706. 
Van de Putte, B., Van Poppel, F., Vanassche, S., Sanchez, M., Jidkova, S., Eeckhaut, M., and Matthijs, 
K., 2009, “The rise of age homogamy in 19th century Western Europe,” Journal of Marriage and 
Family, 71(5): 1234-1253. 
Vera,H., Berardo, D. H., and Berardo, F. M., 1985, “Age heterogamy in marriage,” Journal of Marriage 
and the Family, 3(47): 553-566. 
Vogel,S.H., 1978, “Professional housewife: The career of urban middle class Japanese women,” Women 
and Women's Issues in Post-World War II Japan, Oxford: Taylor & Francis, 280-307.  
若松素子・柏木惠子, 1994,「『親となること」による発達―職業と学歴はどう関係しているか」
『発達研究 (発達科学研究教育センター)』,10: 83-98.  
Wheeler, B. E., 2010, “Age Differences in Marriage: Exploring Predictors of Marital Quality in 
Husband-Older, Wife-Older, and Same-Age Marriages.” (Master’s thesis, Brigham Young 




(Retrieved: January, 18, 2020, https://scholarsarchive.byu.edu/etd/2572/) 
Wheeler, R.H., and Gunter, B. G., 1987, “Change in spouse age difference at marriage: A challenge to 
traditional family and sex roles?,” The Sociological Quarterly, 28(3): 411-421. 
Wilson B,and Smallwood S., 2008, “Age differences at marriage and divorce,” Population Trends, 
(132): 17-25. 
Wooldridge, J. M., (2010), Econometric analysis of cross section and panel data, Cambridge: MIT press. 
山本勲, 2015,『実証分析のための計量経済学』中央経済社. 
大和礼子, 1995, 「性別役割分業意識の二つの次元」『ソシオロジ』, 40(1): 109-126. 
Yamamura, E., and Tsutsui, Y, 2019, “Spousal age gap and identity and their impact on the allocation of 
housework,” Empirical Economics, 1-25. 
八代尚宏, 1993,『結婚の経済学』二見書房.  
 
 
